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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
（Ａ）ジカルボン酸総量中テレフタル酸を６０～１００モル％含有するジカルボン酸と、
ジアミン総量中１，９－ノナンジアミンおよび／または２－メチル－１，８－オクタンジ
アミンを合計６０～１００モル％含有するジアミンとを重縮合して得られる、融点が２２
０～３００℃である半芳香族ポリアミド樹脂１００重量部に対して、（Ｂ）炭素繊維６０
～２００重量部、（Ｃ）樹状ポリエステル０．０１～１０重量部および（Ｄ）酸無水物０
．０１～５重量部を配合してなる炭素繊維強化樹脂組成物。
【請求項２】
（Ａ）半芳香族ポリアミド樹脂の０．２ｇ／ｄＬ濃硫酸中３０℃で測定した極限粘度が０
．５～１．３ｄＬ／ｇの範囲である請求項１に記載の炭素繊維強化樹脂組成物。
【請求項３】
炭素繊維強化樹脂組成物中における（Ａ）半芳香族ポリアミド樹脂１ｋｇあたりの末端ア
ミノ基濃度が０．１～３０ミリ当量／ｋｇである請求項１または２に記載の炭素繊維強化
樹脂組成物。
【請求項４】
請求項１～３のいずれかに記載の炭素繊維強化熱可塑性樹脂組成物を成形してなる、炭素
繊維の重量平均繊維長が０．１～０．５ｍｍであるペレット。
【請求項５】
請求項４に記載のペレットを射出成形して得られる成形品。
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【請求項６】
成形品中の炭素繊維の重量平均繊維長が０．０１～０．５ｍｍである請求項５に記載の成
形品。
【請求項７】
成形品中の炭素繊維の重量平均繊維長／数平均繊維長の比（Ｌｗ／Ｌｎ）が１．０以上１
．３未満である請求項５または６に記載の成形品。
【請求項８】
請求項４に記載のペレットを射出成形して得られる電子機器筐体。
【請求項９】
平均肉厚が０．５～１．０ｍｍである請求項８記載の電子機器筐体。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、炭素繊維強化樹脂組成物、それを成形してなるペレット、ペレットを射出成
形して得られる成形品および電子機器筐体に関する。
【背景技術】
【０００２】
　ポリアミド樹脂は、剛性、強度などの機械特性や耐熱性などに優れているため、電気・
電子、自動車、機械、建材など多岐に渡り利用されている。最近では、金属代替としての
樹脂化が進み、樹脂に金属同等レベルの剛性、強度などの機械特性が求められている。特
に、パソコン、携帯電話等のＯＡ機器に代表される電子機器の筐体などの家電製品部品に
対しては、優れた表面外観、低吸水性、薄肉化が求められるため、その材料には、機械特
性に加え、優れた表面外観、吸水特性および流動性を有し、ソリを低減することが求めら
れる。
【０００３】
　ポリアミド樹脂の機械特性を向上させるための手段として、ガラス繊維や炭素繊維など
の繊維状充填剤を配合することは一般的に知られている。一般的な配合手法としては、ポ
リアミド樹脂と繊維状充填剤のチョップドストランド（短繊維）を押出機中で溶融混練す
ることにより、繊維強化樹脂組成物を得る手法が用いられる。金属同等の剛性を実現する
ためには、繊維状充填剤を高充填する必要があるが、ガラス繊維を用いた場合、著しく多
量に配合する必要があり、金属同等の剛性を実現することは現実的には困難である。一方
、炭素繊維を用いた場合、剛性等の機械特性はガラス繊維と比べて著しく向上するものの
、炭素繊維を高充填した成形品は、高光沢であってもうねり状凹凸が発生するため、機械
特性と表面外観との両立は困難であった。さらに、炭素繊維を多量配合するために、溶融
混練時の剪断によって炭素繊維が折損して機械特性が低下すること、多量の炭素繊維起因
の剪断発熱によりポリアミド樹脂が劣化しやすく熱安定性が低下すること、流動性が低く
薄肉成形が困難であることなどの課題がある。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
　これに対し、機械特性および表面外観を向上させる目的で、熱可塑性ポリアミド樹脂１
００重量部に対して、引張強度が５．１ＧＰａ以上の炭素繊維２０～１６０重量部を配合
してなる炭素繊維強化樹脂組成物（特許文献１参照）、融点と降温結晶化の発熱ピーク温
度との差が０℃以上５０℃以下である熱可塑性ポリアミド樹脂１００重量部に対して、炭
素繊維１０～３００重量部を配合してなる炭素繊維強化樹脂組成物（特許文献２参照）な
どが提案されている。
【０００５】
　また、流動性と機械特性、表面外観を向上させる手段として、結晶融解熱量が特定範囲
にあるポリアミド樹脂１００重量部、液晶性樹脂０．０１～１００重量部および酸無水物
０．０１～５重量部を配合してなるポリアミド樹脂組成物（特許文献３参照）、熱可塑性
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樹脂および樹状ポリエステルを配合してなる樹脂組成物１００重量部に対し、繊維状充填
材５～２００重量部を配合してなる長繊維強化樹脂ペレット（特許文献４参照）などが提
案されている。
【０００６】
　一方、結晶化速度の速いポリアミド樹脂を用いて成形性を向上させる手段として、主成
分がテレフタル酸であるジカルボン酸成分と主成分が１，８－オクタンジアミン、１，１
０－デカンジアミンおよび１，１２－ドデカンジアミンからなる群より選ばれた１種以上
であるジアミン成分とからなり、過冷却度が４０℃以下であるポリアミド１００質量部お
よび導電性付与剤５～５０質量部を含有する導電性ポリアミド樹脂組成物（特許文献５参
照）が提案されており、比較例にはジアミン成分に１，９－ノナンジアミンを用いた例が
記載されている。
【特許文献１】特開２０１２－２５５０６３号公報
【特許文献２】特開２０１３－６４１０６号公報
【特許文献３】特開２０００－３１３８０３号公報
【特許文献４】特開２０１２－９２３０３号公報
【特許文献５】特開２０１３－６０５８０号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　特許文献１、２に記載の樹脂組成物では、機械特性および表面外観は向上するものの、
炭素繊維強化樹脂組成物の流動性が低く、薄肉成形性に課題があった。
【０００８】
　特許文献３、４に記載の樹脂組成物では、流動性は向上するものの、吸水特性および表
面外観が不十分である課題があった。
【０００９】
　特許文献５に記載の樹脂組成物では、炭素繊維を高充填した場合、流動性、薄肉成形性
や表面外観が不十分である。
【００１０】
　上述のとおり、従来公知の炭素繊維強化樹脂組成物は、熱安定性、流動性や薄肉成形性
と、機械特性と表面外観とを両立することが困難であった。さらに、成形品にソリが生じ
やすい課題があった。
【００１１】
　本発明は、前記課題を解決し、熱安定性、滞留安定性、流動性および薄肉成形性に優れ
、金属同等レベルの剛性と優れた表面外観および吸水特性を有しながら、ソリの低減され
た成形品を得ることのできる炭素繊維強化樹脂組成物およびそれを射出成形して得られる
電子機器筐体用薄肉成形品を提供することをその課題とするものである。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　上記課題を解決するために、本発明の炭素繊維強化樹脂組成物は、以下の構成を有する
。
すなわち、
（Ａ）ジカルボン酸総量中テレフタル酸を６０～１００モル％含有するジカルボン酸と、
ジアミン総量中１，９－ノナンジアミンおよび／または２－メチル－１，８－オクタンジ
アミンを合計６０～１００モル％含有するジアミンとを重縮合して得られる、融点が２２
０～３００℃である半芳香族ポリアミド樹脂１００重量部に対して、（Ｂ）炭素繊維６０
～２００重量部、（Ｃ）樹状ポリエステル０．０１～１０重量部および（Ｄ）酸無水物０
．０１～５重量部を配合してなる炭素繊維強化樹脂組成物、である。
【００１３】
　本発明のペレットは次の構成を有する。すなわち、
上記炭素繊維強化樹脂組成物を成形してなるペレットであって、ペレット中の炭素繊維の
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重量平均繊維長が０．１～０．５ｍｍであるペレット、である。
【００１４】
　本発明の成形品は次の構成を有する。すなわち、
ペレットを射出成形して得られる成形品、である。
【００１５】
　本発明の電子機器筐体は次の構成を有する。すなわち、
ペレットを射出成形して得られる電子機器筐体、である。
【００１６】
　本発明の炭素繊維強化樹脂組成物は、（Ａ）半芳香族ポリアミド樹脂１００重量部に対
して、さらに（Ｄ）酸無水物０．０１～５重量部を配合してなる。
【００１７】
　本発明の炭素繊維強化樹脂組成物は、（Ａ）半芳香族ポリアミド樹脂の０．２ｇ／ｄＬ
濃硫酸中３０℃で測定した極限粘度が０．５～１．３ｄＬ／ｇの範囲であることが好まし
い。
【００１８】
　本発明の炭素繊維強化樹脂組成物は、炭素繊維強化樹脂組成物中における（Ａ）半芳香
族ポリアミド樹脂１ｋｇあたりの末端アミノ基濃度が０．１～３０ミリ当量／ｋｇである
ことが好ましい。
【００１９】
　本発明の成形品は、成形品中の炭素繊維の重量平均繊維長が０．０１～０．５ｍｍであ
ることが好ましい。
【００２０】
　本発明の成形品は、成形品中の炭素繊維の重量平均繊維長と数平均繊維長の比（Ｌｗ／
Ｌｎ）が１．０以上１．３未満であることが好ましい。
【００２１】
　本発明の電子機器筐体は、平均肉厚が０．５～１．０ｍｍであることが好ましい。
【発明の効果】
【００２２】
　本発明の炭素繊維強化樹脂組成物は、熱安定性、滞留安定性、流動性および薄肉成形性
に優れ、金属同等レベルの剛性と優れた表面外観および吸水特性を有しながら、ソリの低
減された成形品を得ることができる。そのため、軽量性、高剛性、薄肉成形性、良表面外
観などが必要な、パソコン、携帯電話などの電子機器筐体に好適に用いることができる。
【発明を実施するための形態】
【００２３】
　以下に本発明の炭素繊維強化樹脂組成物（以下、「樹脂組成物」と記載する場合がある
）について具体的に説明する。
【００２４】
　本発明の樹脂組成物は、（Ａ）ジカルボン酸総量中テレフタル酸を６０～１００モル％
含有するジカルボン酸と、ジアミン総量中１，９－ノナンジアミンおよび／または２－メ
チル－１，８－オクタンジアミンを合計６０～１００モル％含有するジアミンとを重縮合
して得られる、融点が２２０～３００℃である半芳香族ポリアミド樹脂（以下、「（Ａ）
半芳香族ポリアミド樹脂」と記載する場合がある）を配合してなる。かかる（Ａ）半芳香
族ポリアミド樹脂を配合することにより、流動性と薄肉成形性に優れ、成形品の剛性や強
度などの機械特性および吸水特性を向上させることのできる炭素繊維強化樹脂組成物が得
られる。
【００２５】
　（Ａ）半芳香族ポリアミド樹脂を構成するジカルボン酸としては、テレフタル酸が用い
られる。ジカルボン酸総量中、テレフタル酸を６０～１００モル％含有することが必要で
あり、他のジカルボン酸をジカルボン酸総量中４０モル％以下含有してもよい。テレフタ
ル酸成分が６０モル％未満の場合には、樹脂組成物の熱安定性、滞留安定性、流動性およ
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び薄肉成形性や、樹脂組成物から得られる成形品の吸水特性、表面外観、耐薬品性、寸法
安定性などの特性が低下する。テレフタル酸の含有量は、ジカルボン酸総量中７５モル％
以上が好ましく、９０モル％以上がより好ましい。
【００２６】
　他のジカルボン酸としては、例えば、マロン酸、ジメチルマロン酸、コハク酸、グルタ
ル酸、アジピン酸、２－メチルアジピン酸、トリメチルアジピン酸、ピメリン酸、２，２
－ジメチルグルタル酸、３，３－ジエチルコハク酸、アゼライン酸、セバシン酸、スベリ
ン酸などの脂肪族ジカルボン酸；１，３－シクロペンタンジカルボン酸、１，４－シクロ
ヘキサンジカルボン酸などの脂環式ジカルボン酸；イソフタル酸、２，６－ナフタレンジ
カルボン酸、２，７－ナフタレンジカルボン酸、１，４－ナフタレンジカルボン酸、１，
４－フェニレンジオキシジ酢酸、１，３－フェニレンジオキシジ酢酸、ジフェン酸、４，
４’－オキシジ安息香酸、ジフェニルメタン－４，４’－ジカルボン酸、ジフェニルスル
ホン－４，４’－ジカルボン酸、４，４’－ビフェニルジカルボン酸などの芳香族ジカル
ボン酸などが挙げられる。これらを２種以上用いてもよい。これらのうち芳香族ジカルボ
ン酸が好ましく使用される。
【００２７】
　さらに、これらのジカルボン酸に加えて、トリメリット酸、トリメシン酸、ピロメリッ
ト酸などの多価カルボン酸を溶融成形が可能な範囲内で用いることもできる。
【００２８】
　（Ａ）半芳香族ポリアミド樹脂を構成するジアミンとしては、１，９－ノナンジアミン
および／または２－メチル－１，８－オクタンジアミンが用いられる。一般的に、ポリア
ミド樹脂においてはいわゆる偶奇効果が発現する。すなわち、ポリアミド樹脂を構成する
ジアミンの炭素数が偶数であると、奇数である場合に比べてより安定な結晶構造をとり、
結晶性が高くなる傾向にある。本発明においては、１，９－ノナンジアミンおよび／また
は２－メチル－１，８－オクタンジアミンを用いることにより、樹脂組成物の結晶化速度
を適度な範囲に調整し、半芳香族ポリアミド樹脂の特性を生かしながら、流動性および薄
肉成形性を向上させるとともに、成形品のソリも低減することができる。本発明において
は、ジアミン総量中、１，９－ノナンジアミンおよび／または２－メチル－１，８－オク
タンジアミンを合計６０～１００モル％含有することが必要であり、他のジアミンをジア
ミン中４０モル％以下含有してもよい。なお、１，９－ノナンジアミンまたは２－メチル
－１，８－オクタンジアミンのいずれかを含有する場合には、その含有量が６０～１００
モル％であり、両方を含有する場合には、その合計含有量が６０～１００モル％であれば
よい。１，９－ノナンジアミンおよび／または２－メチル－１，８－オクタンジアミンの
合計含有量が６０モル％未満の場合には、樹脂組成物の熱安定性、流動性および薄肉成形
性が低下し、樹脂組成物から得られる成形品の耐薬品性、吸水特性、力学特性のいずれか
が低下する。１，９－ノナンジアミンおよび／または２－メチル－１，８－オクタンジア
ミンの合計含有量は、ジアミン総量中７０モル％以上が好ましく、８０モル％以上がより
好ましい。また、１，９－ノナンジアミンと２－メチル－１，８－オクタンジアミンのモ
ル比（１，９－ノナンジアミン：２－メチル－１，８－オクタンジアミン）は、好ましく
は３０：７０～９０：１０、より好ましくは４０：６０～７０：３０である。１，９－ノ
ナンジアミンと２－メチル－１，８－オクタンジアミンのモル比がこの好ましい範囲にあ
ると、樹脂組成物の流動性、熱安定性および滞留安定性に優れ、樹脂組成物から得られる
成形品の表面外観とのバランスをより向上させることができる。
【００２９】
　他のジアミンとしては、例えば、エチレンジアミン、プロピレンジアミン、１，４－ブ
タンジアミン、１，６－ヘキサンジアミン、１，８－オクタンジアミン、１，１０－デカ
ンジアミン、１，１２－ドデカンジアミン、３－メチル－１，５－ペンタンジアミン、２
，２，４－トリメチル－１，６－ヘキサンジアミン、２，４，４－トリメチル－１，６－
ヘキサンジアミン、５－メチル－１，９－ノナンジアミンなどの脂肪族ジアミン；シクロ
ヘキサンジアミン、メチルシクロヘキサンジアミン、イソホロンジアミンなどの脂環式ジ



(6) JP 6554792 B2 2019.8.7

10

20

30

40

50

アミン；ｐ－フェニレンジアミン、ｍ－フェニレンジアミン、キシレンジアミン、４，４
’－ジアミノジフェニルメタン、４，４’－ジアミノジフェニルスルホン、４，４’－ジ
アミノジフェニルエーテルなどの芳香族ジアミンなどが挙げられる。これらを２種以上用
いてもよい。
【００３０】
　また、上記（Ａ）半芳香族ポリアミド樹脂は、滞留安定性を向上させる観点から、その
分子鎖の末端が末端封止剤により封止されていることが好ましく、末端基の４０％以上が
封止されていることがより好ましく、末端基の６０％以上が封止されていることがさらに
好ましく、末端基の７０％以上が封止されていることがさらに好ましい。
【００３１】
　末端封止剤としては、ポリアミド末端のアミノ基またはカルボキシル基と反応性を有す
る単官能化合物であれば特に制限はなく、モノカルボン酸、モノアミン、酸無水物、モノ
イソシアネート、モノ酸ハロゲン化物、モノエステル類、モノアルコール類などが挙げら
れる。これらを２種以上用いてもよい。反応性および封止末端の安定性の点から、モノカ
ルボン酸またはモノアミンが好ましく、取扱いの容易さなどの点から、モノカルボン酸が
より好ましい。
【００３２】
　末端封止剤として使用されるモノカルボン酸としては、アミノ基との反応性を有するも
のであれば特に制限はないが、例えば、酢酸、プロピオン酸、酪酸、吉草酸、カプロン酸
、カプリル酸、ラウリン酸、トリデシル酸、ミリスチン酸、パルチミン酸、ステアリン酸
、ピバリン酸、イソブチル酸などの脂肪族モノカルボン酸；シクロヘキサンカルボン酸な
どの脂環式モノカルボン酸；安息香酸、トルイル酸、α－ナフタレンカルボン酸、β－ナ
フタレンカルボン酸、メチルナフタレンカルボン酸、フェニル酢酸などの芳香族モノカル
ボン酸などが挙げられる。これらを２種以上用いてもよい。反応性、封止末端の安定性、
価格などの点から、酢酸、プロピオン酸、酪酸、吉草酸、カプロン酸、カプリル酸、ラウ
リン酸、トリデシル酸、ミリスチン酸、パルチミン酸、ステアリン酸、安息香酸が好まし
い。
【００３３】
　末端封止剤として使用されるモノアミンとしては、カルボキシル基との反応性を有する
ものであれば特に制限はないが、例えば、メチルアミン、エチルアミン、プロピルアミン
、ブチルアミン、ヘキシルアミン、オクチルアミン、デシルアミン、ステアリルアミン、
ジメチルアミン、ジエチルアミン、ジプロピルアミン、ジブチルアミンなどの脂肪族モノ
アミン；シクロヘキシルアミン、ジシクロヘキシルアミンなどの脂環式モノアミン；アニ
リン、トルイジン、ジフェニルアミン、ナフチルアミンなどの芳香族モノアミンなどが挙
げられる。これらを２種以上用いてもよい。反応性、沸点、封止末端の安定性および価格
などの点から、ブチルアミン、ヘキシルアミン、オクチルアミン、デシルアミン、ステア
リルアミン、シクロヘキシルアミン、アニリンが好ましい。
【００３４】
　本発明における（Ａ）半芳香族ポリアミド樹脂は、上記ジカルボン酸とジアミンとを公
知の任意の方法で重縮合することにより得ることができる。より具体的には、例えば、ジ
アミンおよびジカルボン酸、必要に応じて触媒や末端封止剤を混合してナイロン塩を製造
し、得られたナイロン塩を２００～２５０℃の温度で加熱してプレポリマーを得て、さら
にプレポリマーを高重合度化する方法などが挙げられる。
【００３５】
　（Ａ）半芳香族ポリアミド樹脂の末端を封止する場合、末端封止剤の配合量は、最終的
に得られる（Ａ）半芳香族ポリアミド樹脂の極限粘度および末端基の封止率に応じて適宜
調整することができる。具体的な配合量は、用いる末端封止剤の反応性、沸点、反応装置
、反応条件などによって異なるが、通常、ジカルボン酸とジアミンの総モル数に対して０
．５～１０モル％の範囲内で配合される。
【００３６】
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　本発明における（Ａ）半芳香族ポリアミド樹脂は、融点が２２０～３００℃である。融
点が２２０℃未満であると、樹脂組成物から得られる成形品の機械特性および吸水特性が
低下する。２３０℃以上が好ましく、２４０℃以上がより好ましい。一方、融点が３００
℃を超えると、樹脂組成物の流動性、熱安定性および滞留安定性が低下し、成形品の薄肉
成形性、表面外観が低下する。２９０℃以下が好ましく、２８０℃以下がより好ましい。
ここで、本発明における（Ａ）半芳香族ポリアミド樹脂の融点とは、示差走査熱量計（Ｄ
ＳＣ）を用いて測定することができる。セイコーインスツルメンツ株式会社製ＤＳＣ、Ｅ
ＸＳＴＡＲ　６０００を用い、ポリアミド樹脂を３３０℃で５分間保持し、次いで１０℃
／分の速度で２３℃まで降温せしめた後、１０℃／分で昇温したときの融解吸熱ピークを
融点とする。なお、半芳香族ポリアミド樹脂の融点を前記範囲に調整する方法としては、
例えば、１，９－ノナンジアミンと２－メチル－１，８－オクタンジアミンのモル比を適
宜調整する方法や、その他のジアミンを共重合する方法などが挙げられる。
【００３７】
　本発明における（Ａ）半芳香族ポリアミド樹脂は、０．２ｇ／ｄＬ濃硫酸中３０℃で測
定した極限粘度が０．５～１．３ｄＬ／ｇの範囲であることが好ましい。極限粘度が０．
５ｄＬ／ｇ以上であると、成形品の機械特性をより向上させることができる。０．６ｄＬ
／ｇ以上がより好ましく、０．７ｄＬ／ｇ以上がさらに好ましい。一方、極限粘度が１．
３ｄＬ／ｇ以下であると、樹脂組成物の流動性、薄肉成形性および成形品の表面外観をよ
り向上させ、成形品のソリをより低減することができる。１．２ｄＬ／ｇ以下がより好ま
しく、１．１ｄＬ／ｇ以下がさらに好ましい。
【００３８】
　半芳香族ポリアミド樹脂の極限粘度をかかる範囲にする手段としては、例えば、半芳香
族ポリアミド樹脂製造時の圧力、温度、重合時間等の重合条件を適宜調整する方法や、ジ
カルボン酸、ジアミン、末端封鎖剤などの原料組成を調整する方法などが挙げられる。
【００３９】
　本発明の樹脂組成物は、（Ｂ）炭素繊維を配合してなる。（Ｂ）炭素繊維を配合するこ
とにより、成形品の剛性、強度などの機械特性を向上させることができる。
【００４０】
　本発明における（Ｂ）炭素繊維としては、特に制限がなく、公知の各種炭素繊維、例え
ば、ポリアクリロニトリル（ＰＡＮ）、ピッチ、レーヨン、リグニン、炭化水素ガスなど
を用いて製造される炭素質繊維や黒鉛質繊維などが挙げられる。これらの繊維をニッケル
や銅やイッテルビウムなどの金属で被覆した繊維を用いてもよい。なかでも機械特性向上
効果に優れることから、ＰＡＮ系炭素繊維が好ましい。（Ｂ）炭素繊維は通常チョップド
ストランド、ロービングストランド、ミルドファイバーなどの形状であり、直径は１５μ
ｍ以下が一般的であり、好ましくは５～１０μｍである。
【００４１】
　本発明における（Ｂ）炭素繊維の形態は、特に制限されないが、数千から数十万本の炭
素繊維からなる炭素繊維束や、これを粉砕したミルド状の形態が好ましい。炭素繊維束に
ついては、連続繊維を直接使用するロービング法により得られるものや、所定長さにカッ
トしたチョップドストランドを使用することが可能である。
【００４２】
　本発明における（Ｂ）炭素繊維は、チョップドストランドが好ましく、チョップド炭素
繊維の前駆体である炭素繊維ストランドのフィラメント数は、１，０００～１５０，００
０本が好ましい。炭素繊維ストランドのフィラメント数が１，０００～１５０，０００本
であれば、製造コストを抑制でき、生産工程における安定性を確保することができる。
【００４３】
　本発明における（Ｂ）炭素繊維のストランド弾性率は、１５０ＧＰａ以上が好ましく、
２２０ＧＰａ以上がより好ましい。一方、ストランド弾性率は、１，０００ＧＰａ以下が
好ましく、５００ＧＰａ以下がより好ましい。炭素繊維のストランド弾性率がこの好まし
い範囲であれば、樹脂組成物の流動性および薄肉成形性をより向上させ、成形品の剛性お
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よび表面外観をより向上させ、ソリをより低減されることができる。
【００４４】
　本発明における（Ｂ）炭素繊維のストランド強度は、１ＧＰａ以上が好ましく、３ＧＰ
ａ以上がより好ましい。一方、ストランド強度は、１０ＧＰａ以下が好ましく、５ＧＰａ
以下がより好ましい。炭素繊維のストランド強度がこの好ましい範囲であれば、成形品の
機械特性をより向上させるとともに、成形品表面のうねり状凹凸を低減することができ、
表面外観をより向上させることができる。
【００４５】
　ここで、ストランド弾性率およびストランド強度とは、炭素繊維単繊維１，０００～１
５０，０００本よりなる連続繊維束にエポキシ樹脂を含浸硬化させて作製されたストラン
ドの弾性率および強度をいい、ストランド試験片をＪＩＳ　Ｒ　７６０１に準拠して引張
試験に供して得られる値である。
【００４６】
　本発明における（Ｂ）炭素繊維は、（Ａ）半芳香族ポリアミド樹脂との接着性を向上さ
せるために、表面酸化処理が施されていてもよい。表面酸化処理としては、例えば、通電
処理による表面酸化処理、オゾンなどの酸化性ガス雰囲気中での酸化処理などが挙げられ
る。
【００４７】
　また、（Ｂ）炭素繊維は、その表面にカップリング剤や集束剤等を付着させたものであ
ってもよく、（Ａ）半芳香族ポリアミド樹脂の濡れ性や、取り扱い性を向上させることが
できる。カップリング剤としては、例えば、アミノ系、エポキシ系、クロル系、メルカプ
ト系、カチオン系のシランカップリング剤などが挙げられ、アミノ系シラン系カップリン
グ剤が好適に使用可能である。集束剤としては、例えば、無水マレイン酸系化合物、ウレ
タン系化合物、アクリル系化合物、エポキシ系化合物、フェノール系化合物またはこれら
化合物の誘導体などが挙げられ、ウレタン系化合物、エポキシ系化合物を含有する集束剤
が好適に使用可能である。（Ｂ）炭素繊維中のカップリング剤および集束剤の含有量は、
０．１～１０重量％であることが好ましい。集束剤の含有量が０．１～１０重量％であれ
ば、（Ａ）半芳香族ポリアミド樹脂の濡れ性、取り扱い性により優れる炭素繊維を得るこ
とができる。より好ましくは０．５～６重量％である。
【００４８】
　本発明の樹脂組成物における（Ｂ）炭素繊維の配合量は、（Ａ）半芳香族ポリアミド樹
脂１００重量部に対し、６０～２００重量部である。（Ｂ）炭素繊維の配合量が６０重量
部未満であると、成形品の剛性（曲げ弾性率）、強度および耐衝撃性が低下し、電子機器
筐体用途に適さない。７０重量部以上が好ましく、８０重量部以上がより好ましい。一方
、（Ｂ）炭素繊維の配合量が２００重量部を超えると、熱安定性が著しく損なわれ、表面
外観、流動性に優れる炭素繊維強化樹脂組成物が得られず、生産性も著しく低下する。１
８０重量部以下が好ましく、１５０重量部以下がより好ましい。
【００４９】
　本発明の樹脂組成物は、（Ｃ）樹状ポリエステルを配合してなる。（Ｃ）樹状ポリエス
テルを配合することにより、樹脂組成物製造時の（Ａ）芳香族ポリエステル樹脂の分解を
抑制し、樹脂組成物の流動性、薄肉成形性および熱安定性を大きく向上させることができ
る。また、成形品のソリを低減することができる。
【００５０】
　本発明における（Ｃ）樹状ポリエステルは、芳香族オキシカルボニル単位（Ｐ）、芳香
族および／または脂肪族ジオキシ単位（Ｑ）、芳香族ジカルボニル単位（Ｒ）、ならびに
、３官能以上の有機残基（Ｓ）を含み、かつ、（Ｓ）の含有量が樹状ポリエステルを構成
する全単量体に対して７．５～５０モル％の範囲にあり、溶融液晶性を示す樹状ポリエス
テルであることが好ましい。
【００５１】
　ここで、芳香族オキシカルボニル単位（Ｐ）、芳香族および／または脂肪族ジオキシ単
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位（Ｑ）、および、芳香族ジカルボニル単位（Ｒ）は、それぞれ以下の一般式（３）で表
される構造単位であることが好ましい。
【００５２】
【化１】

【００５３】
　ここで、Ｒ１およびＲ３は、それぞれ芳香族残基である。Ｒ２は、芳香族残基または脂
肪族残基である。Ｒ１、Ｒ２およびＲ３は、それぞれ複数の構造単位を含んでもよい。
【００５４】
　芳香族残基としては、置換または非置換のフェニレン基、ナフチレン基、ビフェニレン
基などが挙げられ、脂肪族残基としてはエチレン、プロピレン、ブチレンなどが挙げられ
る。Ｒ１、Ｒ２およびＲ３は、それぞれ以下の構造式（４）で表される構造単位から選ば
れる少なくとも１種であることが好ましい。
【００５５】
【化２】

【００５６】
　ただし、式中Ｙは、水素原子、ハロゲン原子およびアルキル基から選ばれる少なくとも
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１種である。アルキル基としては、炭素数１～４のアルキル基が好ましい。式中ｎは２～
８の整数である。
【００５７】
　本発明における樹状ポリエステルは、３官能以上の有機残基（Ｓ）が、互いにエステル
結合および／またはアミド結合により直接、あるいは、枝構造部分である前記Ｐ、Ｑおよ
びＲからなる構造単位を介して結合した、３分岐以上の分岐構造を基本骨格としている。
ポリマーの全てが該基本骨格からなる必要はなく、例えば末端封鎖のために末端に他の構
造が含まれてもよい。樹状ポリエステル中には、（Ｓ）が有する官能基が全て反応してい
る構造、２つだけが反応している構造、および１つだけしか反応していない構造が混在し
ていてもよい。（Ｓ）の有する官能基が全て反応した構造が、（Ｓ）全体に対して１５モ
ル％以上であることが好ましく、より好ましくは３０モル％以上である。
【００５８】
　本発明における（Ｃ）樹状ポリエステルは、溶融液晶性を示すことが好ましい。ここで
溶融液晶性を示すとは、室温から昇温していった際に、ある温度域で液晶状態を示すこと
である。液晶状態とは、剪断下において光学的異方性を示す状態である。
【００５９】
　３官能の有機残基（Ｓ）としては、カルボキシル基、ヒドロキシル基またはアミノ基を
有する化合物の有機残基が好ましい。これらの基を２種以上有する化合物の有機残基であ
ってもよい。例えば、グリセロール、１，２，３－トリカルボキシプロパン、ジアミノプ
ロパノール、ジアミノプロピオン酸などの脂肪族化合物や、トリメシン酸、トリメリット
酸、４－ヒドロキシ－１，２－ベンゼンジカルボン酸、フロログルシノール、レゾルシン
酸、トリカルボキシナフタレン、ジヒドロキシナフトエ酸、アミノフタル酸、５－アミノ
イソフタル酸、アミノテレフタル酸、ジアミノ安息香酸、メラミンなどの芳香族化合物の
残基が好ましく用いられる。下記一般式（５）で表される芳香族化合物の残基がさらに好
ましい。
【００６０】
【化３】

【００６１】
　上記の３官能の有機残基の具体例としては、フロログルシノール、トリメシン酸、トリ
メリット酸、無水トリメリット酸、α－レゾルシル酸、４－ヒドロキシ－１，２－ベンゼ
ンジカルボン酸などの残基が好ましく、さらに好ましくはトリメシン酸の残基である。
【００６２】
　また、樹状ポリエステルの芳香族ヒドロキシカルボニル単位（Ｐ）、芳香族および／ま
たは脂肪族ジオキシ単位（Ｑ）、芳香族ジカルボニル単位（Ｒ）は、樹状ポリエステルの
分岐間の枝構造部分を構成する単位である。ｐ、ｑおよびｒはそれぞれ構造単位Ｐ、Ｑお
よびＲの平均含有量（モル比）であり、（Ｓ）の含有量ｄの１モルに対して、ｐ＋ｑ＋ｒ
＝１～１０モルの範囲であることが好ましく、より好ましくは２～６モルの範囲である。
枝鎖長が上記範囲にあると、剛直で綿密な樹状構造に基づく剪断応答性などの効果が十分
に奏される。
【００６３】
　このｐ、ｑおよびｒの値は、例えば、樹状ポリエステルをペンタフルオロフェノール５
０重量％：重クロロホルム５０重量％の混合溶媒に溶解した溶液の、４０℃におけるプロ
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トン核の核磁気共鳴スペクトルにおけるそれぞれの構造単位に由来するピーク強度比から
求めることができる。各構造単位のピーク面積強度比から、平均含有率を算出し、小数点
３桁は四捨五入する。分岐構造Ｆの含有量ｆにあたるピークとの面積強度比から、枝構造
部分の平均鎖長を算出し、ｐ＋ｑ＋ｒの値とする。この場合にも小数点３桁は四捨五入す
る。
【００６４】
　ｐとｑの比率およびｐとｒの比率（ｐ／ｑ、ｐ／ｒ）は、いずれも５／９５～９５／５
の範囲が好ましく、より好ましくは２０／８０～８０／２０である。ｐ／ｑおよびｐ／ｒ
の比率を９５／５以下とすることで、樹状ポリエステルの融点を適度な範囲とすることが
できる。また、ｐ／ｑおよびｐ／ｒを５／９５以上とすることで樹状ポリエステルの溶融
液晶性をより効果的に発現することができる。
【００６５】
　ｑとｒは、実質的に等モルであることが好ましいが、末端基を制御するためにどちらか
の成分を過剰に加えることもできる。ｑ／ｒの比率としては０．７～１．５の範囲である
ことが好ましく、より好ましくは０．９～１．１である。ここでいう等モルとは、繰り返
し単位内でのモル量が等しいことを意味し、末端構造は含めない。ここで、末端構造とは
、枝構造部分の末端を意味し、末端が封鎖されている場合などには、最も末端に近い枝構
造部分の末端を意味する。
【００６６】
　前記一般式（３）において、Ｒ１は芳香族オキシカルボニル単位由来の構造単位であり
、具体例としては、ｐ－ヒドロキシ安息香酸、６－ヒドロキシ－２－ナフトエ酸から生成
した構造単位などが挙げられる。好ましくはｐ－ヒドロキシ安息香酸由来の構造単位であ
り、６－ヒドロキシ－２－ナフトエ酸由来の構造単位を一部併用することも可能である。
また、本発明の効果を損なわない範囲で、グリコール酸、乳酸、ヒドロキシプロピオン酸
、ヒドロキシ酪酸、ヒドロキシ吉草酸、ヒドロキシカプロン酸などの脂肪族ヒドロキシカ
ルボン酸由来の構造単位を含有してもよい。
【００６７】
　Ｒ２は芳香族および／または脂肪族ジオキシ単位由来の構造単位であり、例えば、４，
４’－ジヒドロキシビフェニル、ハイドロキノン、３，３’，５，５’－テトラメチル－
４，４’－ジヒドロキシビフェニル、ｔ－ブチルハイドロキノン、フェニルハイドロキノ
ン、メチルハイドロキノン、２，６－ジヒドロキシナフタレン、２，７－ジヒドロキシナ
フタレン、２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）プロパンおよび４，４’－ジヒドロ
キシジフェニルエーテル、エチレングリコール、１，３－プロピレングリコール、１，４
－ブタンジオールなど由来の構造単位が挙げられる。４，４’－ジヒドロキシビフェニル
とハイドロキノンもしくは４，４’－ジヒドロキシビフェニルとエチレングリコール由来
の構造単位が含まれることが液晶性の制御の点から好ましい。
【００６８】
　Ｒ３は芳香族ジカルボニル単位由来の構造単位であり、例えば、テレフタル酸、イソフ
タル酸、２，６－ナフタレンジカルボン酸、４，４’－ジフェニルジカルボン酸、１，２
－ビス（フェノキシ）エタン－４，４’－ジカルボン酸、１，２－ビス（２－クロロフェ
ノキシ）エタン－４，４’－ジカルボン酸、４，４’－ジフェニルエーテルジカルボン酸
など由来の構造単位が挙げられる。好ましくはテレフタル酸またはイソフタル酸由来の構
造単位であり、特に両者を併用した場合に融点調節がしやすく好ましい。セバシン酸やア
ジピン酸などの脂肪族ジカルボン酸由来の構造単位が一部含まれていてもよい。
【００６９】
　本発明における（Ｃ）樹状ポリエステルの枝構造部分は、主としてポリエステル骨格か
らなることが好ましいが、カーボネート構造やアミド構造、ウレタン構造などを、特性に
大きな影響を与えない程度に導入することも可能である。このような別の結合を導入する
ことで、多種多様な熱可塑性樹脂に対する相溶性を調整することができる。中でもアミド
構造を導入することが好ましい。アミド結合の導入の方法としては、例えば、脂肪族、脂
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物としては、例えば、テトラメチレンジアミン、ペンタメチレンジアミン、ヘキサメチレ
ンジアミン、２－メチルペンタメチレンジアミン、ノナメチレンジアミン、ウンデカメチ
レンジアミン、ドデカメチレンジアミン、２，２，４－／２，４，４－トリメチルヘキサ
メチレンジアミン、５－メチルノナメチレンジアミンなどが挙げられる。脂環族アミン化
合物としては、例えば、１，３－ビス（アミノメチル）シクロヘキサン、１，４－ビス（
アミノメチル）シクロヘキサン、１－アミノ－３－アミノメチル－３，５，５－トリメチ
ルシクロヘキサン、ビス（４－アミノシクロヘキシル）メタン、ビス（３－メチル－４－
アミノシクロヘキシル）メタン、２，２－ビス（４－アミノシクロヘキシル）プロパン、
ビス（アミノプロピル）ピペラジン、アミノエチルピペラジンなどが挙げられる。芳香族
アミン化合物としては、例えば、ｐ－アミノ安息香酸、ｍ－アミノ安息香酸、ｐ－アミノ
フェノール、ｍ－アミノフェノール、ｐ－フェニレンジアミン、ｍ－フェニレンジアミン
などが挙げられる。これらを２種以上用いてもよい。中でもｐ－アミノフェノールまたは
ｐ－アミノ安息香酸が好ましい。
【００７０】
　樹状ポリエステルの枝構造部分の具体例としては、ｐ－ヒドロキシ安息香酸由来の構造
単位および６－ヒドロキシ－２－ナフトエ酸由来の構造単位からなるもの、ｐ－ヒドロキ
シ安息香酸由来の構造単位、６－ヒドロキシ－２－ナフトエ酸由来の構造単位、４，４’
－ジヒドロキシビフェニル由来の構造単位およびテレフタル酸由来の構造単位からなるも
の、ｐ－ヒドロキシ安息香酸由来の構造単位、４，４’－ジヒドロキシビフェニル由来の
構造単位、テレフタル酸由来の構造単位およびイソフタル酸由来の構造単位からなるもの
、ｐ－ヒドロキシ安息香酸由来の構造単位、４，４’－ジヒドロキシビフェニル由来の構
造単位、ハイドロキノン由来の構造単位、テレフタル酸由来の構造単位およびイソフタル
酸由来の構造単位からなるもの、ｐ－ヒドロキシ安息香酸由来の構造単位、エチレングリ
コール由来の構造単位およびテレフタル酸由来の構造単位からなるもの、ｐ－ヒドロキシ
安息香酸由来の構造単位、エチレングリコール由来の構造単位、４，４’－ジヒドロキシ
ビフェニル由来の構造単位およびテレフタル酸由来の構造単位からなるもの、ｐ－ヒドロ
キシ安息香酸由来の構造単位、ハイドロキノン由来の構造単位、４，４’－ジヒドロキシ
ビフェニル由来の構造単位、テレフタル酸由来の構造単位および２，６－ナフタレンジカ
ルボン酸由来の構造単位からなるもの、ｐ－ヒドロキシ安息香酸由来の構造単位、６－ヒ
ドロキシ－２－ナフトエ酸由来の構造単位、ハイドロキノン由来の構造単位およびテレフ
タル酸由来の構造単位からなるものなどが挙げられる。
【００７１】
　これらの中でも、下記構造単位（Ｉ）、（ＩＩ）、（ＩＩＩ）、（ＩＶ）および（Ｖ）
から構成されるもの、もしくは、下記構造単位（Ｉ）、（ＩＩ）、（ＶＩ）および（ＩＶ
）から構成されるものが好ましい。
【００７２】
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【化４】

【００７３】
　枝構造部分が、上記構造単位（Ｉ）、（ＩＩ）、（ＩＩＩ）、（ＩＶ）および（Ｖ）か
ら構成される場合には、構造単位（Ｉ）の含有量ｐは、各構造単位の合計ｐ＋ｑ＋ｒに対
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して３０～７０モル％が好ましく、より好ましくは４５～６０モル％である。また、構造
単位（ＩＩ）の含有量ｑ（ＩＩ）は、構造単位（ＩＩ）および（ＩＩＩ）の合計含有量ｑ
に対して６０～７５モル％が好ましく、より好ましくは６５～７３モル％である。また、
構造単位（ＩＶ）の含有量ｒ（ＩＶ）は、構造単位（ＩＶ）および（Ｖ）の合計含有量ｒ
に対して６０～９２モル％が好ましく、より好ましくは６０～７０モル％、さらに好まし
くは６２～６８モル％である。このような場合には、流動性をより向上させることができ
る。
【００７４】
　前記のように、構造単位（ＩＩ）および（ＩＩＩ）の合計含有量ｑと（ＩＶ）および（
Ｖ）の合計含有量ｒは実質的に等モルであることが好ましいが、いずれかの成分を過剰に
加えてもよい。
【００７５】
　枝構造部分が、上記構造単位（Ｉ）、（ＩＩ）、（ＶＩ）および（ＩＶ）から構成され
る場合には、上記構造単位（Ｉ）の含有量ｐは、ｐ＋ｑ＋ｒに対して３０～９０モル％が
好ましく、４０～８０モル％がより好ましい。また、構造単位（ＶＩ）の含有量ｑ（ＶＩ
）は、（ＩＩ）と（ＶＩ）の合計含有量ｑに対して５～７０モル％が好ましく、８～６０
モル％がより好ましい。前記のように、構造単位（ＩＶ）の含有量ｒは、構造単位（ＩＩ
）および（ＶＩ）の合計含有量ｑと実質的に等モルであることが好ましいが、いずれかの
成分を過剰に加えてもよい。
【００７６】
　また、本発明における（Ｃ）樹状ポリエステルの末端は、カルボキシル基、水酸基、ア
ミノ基、またはそれらの誘導体の残基であることが好ましい。水酸基またはカルボン酸の
誘導体としては、例えば、メチルエステルなどのアルキルエステルやフェニルエステルや
ベンジルエステルなどの芳香族エステルが挙げられる。
【００７７】
　また、単官能エポキシ化合物、オキサゾリン化合物、酸無水物化合物などを用いて末端
封鎖することも可能である。末端封鎖の方法としては、樹状ポリエステルを合成する際に
、あらかじめ単官能性の有機化合物を添加する方法や、ある程度樹状ポリステルの骨格が
形成された段階で単官能性の有機化合物を添加する方法などが挙げられる。
【００７８】
　具体的には、水酸基末端やアセトキシ末端を封鎖する場合には、安息香酸、４－ｔ－ブ
チル安息香酸、３－ｔ－ブチル安息香酸、４－クロロ安息香酸、３－クロロ安息香酸、４
－メチル安息香酸、３－メチル安息香酸、３，５－ジメチル安息香酸などを添加すること
が好ましい。
【００７９】
　また、カルボキシル基末端を封鎖する場合には、アセトキシベンゼン、１－アセトキシ
－４－ｔ－ブチルベンゼン、１－アセトキシ－３－ｔ－ブチルベンゼン、１－アセトキシ
－４－クロロベンゼン、１－アセトキシ－３－クロロベンゼン、１－アセトキシ－４－シ
アノベンゼンなどを添加することが好ましい。
【００８０】
　理論的には、上記末端封鎖に用いる有機化合物を、封鎖したい末端基に相当する量添加
することで末端封鎖が可能である。末端封鎖を効果的に行う観点から、封鎖したい末端基
相当量に対して、末端封鎖に用いる有機化合物を、１．００５倍当量以上用いることが好
ましく、より好ましくは１．００８倍当量以上である。一方、系内に残存する過剰な末端
封鎖剤に起因する反応速度低下やガス発生を抑制する観点から、末端封鎖に用いる有機化
合物の添加量は１．５倍当量以下であることが好ましい。
【００８１】
　また、有機残基（Ｓ）の含有量は、樹状ポリエステルを構成する全単量体の含有量に対
して７．５モル％以上であり、２０モル％以上が好ましい。このような場合に、枝構造部
分の連鎖長が、樹状ポリエステルが樹状の形態をとるのに適した長さとなるため好ましい
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。有機残基（Ｓ）の含有量の上限としては、５０モル％以下であり、４０モル％以下が好
ましい。
【００８２】
　また本発明における（Ｃ）樹状ポリエステルは、特性に影響が出ない範囲で、部分的に
架橋構造を有していてもよい。
【００８３】
　本発明において、（Ｃ）樹状ポリエステルの製造方法は、特に制限されず、公知のポリ
エステルの重縮合法に準じて製造できる。例えば、前記Ｒ１で表される構造単位を含む単
量体、前記Ｒ２で表される構造単位を含む単量体、前記Ｒ３で表される構造単位を含む単
量体および３官能性単量体を反応させる方法が挙げられ、３官能性単量体の添加量（モル
）を、樹状ポリエステルを構成する全単量体（モル）に対して７．５モル％以上とする方
法が好ましい。３官能性単量体の添加量は、より好ましくは２０モル％以上である。
【００８４】
　また、上記反応に際して、Ｒ１、Ｒ２およびＲ３で表される構造単位から選ばれる少な
くとも１種を含む単量体をアシル化した後、３官能性単量体を反応させる態様も好ましい
。また、Ｒ１、Ｒ２およびＲ３で表される構造単位から選ばれる少なくとも１種を含む単
量体、および、３官能性単量体をアシル化した後、重合反応させる態様も好ましい。
【００８５】
　前記構造単位（Ｉ）、（ＩＩ）、（ＩＩＩ）、（ＩＶ）および（Ｖ）とトリメシン酸残
基から構成される樹状ポリエステルを製造する場合を例に挙げて、好ましい製造方法を説
明する。
【００８６】
　（１）ｐ－アセトキシ安息香酸、４，４’－ジアセトキシビフェニル、ジアセトキシベ
ンゼン、テレフタル酸およびイソフタル酸から脱酢酸重縮合反応によって液晶性ポリエス
テルオリゴマーを合成した後、トリメシン酸を加えて脱酢酸重縮合反応させて製造する方
法。
【００８７】
　（２）ｐ－アセトキシ安息香酸、４，４’－ジアセトキシビフェニル、ジアセトキシベ
ンゼン、テレフタル酸、イソフタル酸およびトリメシン酸から脱酢酸重縮合反応によって
製造する方法。
【００８８】
　（３）ｐ－ヒドロキシ安息香酸、４，４’－ジヒドロキシビフェニル、ハイドロキノン
とテレフタル酸およびイソフタル酸に無水酢酸を反応させて、フェノール性水酸基をアシ
ル化した後、脱酢酸重縮合反応によって液晶性ポリエステルオリゴマーを合成し、さらに
トリメシン酸を加えて脱酢酸重縮合反応させて製造する方法。
【００８９】
　（４）ｐ－ヒドロキシ安息香酸、４，４’－ジヒドロキシビフェニル、ハイドロキノン
とテレフタル酸、イソフタル酸およびトリメシン酸に無水酢酸を反応させて、フェノール
性水酸基をアシル化した後、脱酢酸重縮合反応によって製造する方法。
【００９０】
　（５）ｐ－ヒドロキシ安息香酸のフェニルエステル、４，４’－ジヒドロキシビフェニ
ル、ハイドロキノン、テレフタル酸ジフェニルエステルおよびイソフタル酸ジフェニルエ
ステルから脱フェノール重縮合反応により液晶性ポリエステルオリゴマーを合成した後、
トリメシン酸を加えて脱フェノール重縮合反応によって製造する方法。
【００９１】
　（６）ｐ－ヒドロキシ安息香酸のフェニルエステル、４，４’－ジヒドロキシビフェニ
ル、ハイドロキノン、テレフタル酸ジフェニルエステル、イソフタル酸ジフェニルエステ
ルおよびトリメシン酸のフェニルエステルから脱フェノール重縮合反応によって製造する
方法。
【００９２】
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　（７）ｐ－ヒドロキシ安息香酸、テレフタル酸、イソフタル酸、トリメシン酸にジフェ
ニルカーボネートを反応させて、それぞれフェニルエステルとした後、４，４’－ジヒド
ロキシビフェニル、ハイドロキノンを加え、脱フェノール重縮合反応によって製造する方
法。
【００９３】
　なかでも（１）～（５）の製造方法が好ましく、鎖長制御と立体規制の点から（３）の
製造方法がより好ましい。
【００９４】
　（３）の製造方法において、無水酢酸の配合量は、鎖長制御の点から、フェノール性水
酸基の合計の０．９５当量以上１．１０当量以下が好ましく、１．０２当量以上１．０５
当量以下がより好ましい。無水酢酸量を調整すること、ジヒドロキシモノマーおよびジカ
ルボン酸モノマーのいずれかを過剰に配合すること等により、末端基を調整することが可
能である。
【００９５】
　分子量を高めるためには、トリメシン酸のカルボン酸量に相当する分だけ、ハイドロキ
ノンや４，４’－ジヒドロキシビフェニルなどのジヒドロキシモノマーを、ジカルボン酸
モノマーに対して過剰に加え、全単量体におけるカルボン酸と水酸基当量を合わせること
が好ましい。一方、カルボン酸を意図的に末端基に残す場合には、前記のようなジヒドロ
キシモノマーの過剰添加を行わないことが好ましい。さらに、水酸基を意図的に末端に残
す場合には、ジヒドロキシモノマーをトリメシン酸のカルボン酸当量以上に過剰に添加し
、かつ無水酢酸の使用量をフェノール性水酸基の１．００当量未満で行うことが好ましい
。
【００９６】
　これらの方法により、本発明における（Ｃ）樹状ポリエステルには、本発明における（
Ａ）半芳香族ポリアミド樹脂との反応性に富む末端基構造を選択的に設けることが可能で
ある。ただし、（Ａ）半芳香族ポリアミド樹脂の構造によっては、過剰な反応性を抑制す
るために、単官能エポキシ化合物などを用いて末端を封鎖した方が分散状態を制御しやす
い場合もある。
【００９７】
　脱酢酸重縮合反応を行う場合には、樹状ポリエステルが溶融する温度で、場合によって
は減圧下で反応させ、所定量の酢酸を留出させ、重縮合反応を完了させる溶融重合法が好
ましい。具体的には、例えば、以下の方法が挙げられる。所定量のｐ－ヒドロキシ安息香
酸、４，４’－ジヒドロキシビフェニル、ハイドロキノン、テレフタル酸、イソフタル酸
および無水酢酸を、撹拌翼および留出管を備え、下部に吐出口を備えた反応容器中に仕込
む。反応容器中の混合物を、窒素ガス雰囲気下で撹拌しながら加熱して、水酸基をアセチ
ル化させた後、２００～３５０℃まで昇温して脱酢酸重縮合反応を行い、酢酸を留出させ
る。酢酸が理論留出量の５０％まで留出した段階で、トリメシン酸を所定量加えて、さら
に理論留出量の９１％まで酢酸を留出させ、反応を完了させる。
【００９８】
　アセチル化反応条件としては、反応温度は、１３０～１７０℃の範囲が好ましく、より
好ましくは１３５～１５５℃の範囲である。反応時間は、０．５～６時間が好ましく、よ
り好ましくは１～２時間である。
【００９９】
　重縮合反応温度は、樹状ポリエステルが溶融する温度であり、好ましくは樹状ポリエス
テルの融点＋１０℃以上の温度である。具体的には、例えば、２００～３５０℃の範囲で
あり、２４０～２８０℃が好ましい。重縮合させるときの雰囲気は、常圧窒素下でも問題
ないが、減圧すると反応が早く進み、系内の残留酢酸が少なくなるため好ましい。減圧度
は、０．１ｍｍＨｇ（１３．３Ｐａ）～２００ｍｍＨｇ（２６，６００Ｐａ）が好ましく
、より好ましくは１０ｍｍＨｇ（１，３３０Ｐａ）～１００ｍｍＨｇ（１３，３００Ｐａ
）である。なお、アセチル化と重縮合は同一の反応容器で連続して行ってもよいし、アセ
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チル化と重縮合を異なる反応容器で行ってもよい。
【０１００】
　重縮合反応が完了した後、反応容器内を樹状ポリエステルが溶融する温度に保ち、例え
ば、０．０１～１．０ｋｇ／ｃｍ２（０．００１～０．１ＭＰａ）に加圧し、反応容器下
部に設けられた吐出口より、樹状ポリエステルをストランド状に吐出することが好ましい
。吐出口には断続的に開閉する機構を設け、液滴状に吐出することも可能である。吐出し
た樹状ポリエステルは、空気中もしくは水中を通過して冷却された後、必要に応じて、カ
ッティングもしくは粉砕されることが一般的である。
【０１０１】
　得られたペレット状、粒状または粉状の樹状ポリエステルは、さらに必要に応じて、熱
乾燥や真空乾燥により水、酢酸などを除くことが好ましい。また、重合度の微調整、ある
いは、さらに重合度を上げるために、固相重合をすることも可能である。固相重合方法と
しては、例えば、上記により得られた樹状ポリエステルを、窒素気流下、または、減圧下
、樹状ポリエステルの融点－５℃～融点－５０℃（例えば、２００～３００℃）の温度範
囲で１～５０時間加熱する方法が挙げられる。
【０１０２】
　樹状ポリエステルの重縮合反応は無触媒でも進行するが、酢酸第一錫、テトラブチルチ
タネート、酢酸カリウムおよび酢酸ナトリウム、三酸化アンチモン、金属マグネシウムな
どの金属化合物を使用することもできる。
【０１０３】
　本発明で用いる（Ｃ）樹状ポリエステルは、数平均分子量が１，０００～４０，０００
であることが好ましく、より好ましくは１，０００～５，０００の範囲である。なお、こ
の数平均分子量は、樹状ポリエステルが可溶な溶媒であるペンタフルオロフェノール／ク
ロロホルム＝３５／６５重量％混合溶媒を使用して濃度０．０８％（ｗｔ／ｖｏｌ）に調
整した樹状ポリエステル溶液を、ＧＰＣ－ＬＳ（ゲル浸透クロマトグラフ－光散乱）法に
より絶対分子量として測定した値である。ここでの測定条件として、カラムはＳｈｏｄｅ
ｘ　Ｋ－Ｇ、Ｓｈｏｄｅｘ　Ｋ－８０６Ｍ×２本、Ｓｈｏｄｅｘ　Ｋ－８０２を用い、流
速０．８ｍＬ／ｍｉｎ、温度２３℃、検出器は示差屈折計（ＲＩ）、多角度光散乱（ＭＡ
ＬＳ）とする。
【０１０４】
　また、本発明における樹状ポリエステルの溶融粘度は、０．０１～３０Ｐａ・ｓが好ま
しく、１～１０Ｐａ・ｓがより好ましい。なお、この溶融粘度は、樹状ポリエステルの液
晶開始温度＋１０℃の条件で、ずり速度１００／ｓの条件下で高化式フローテスターによ
って測定した値である。
【０１０５】
　本発明における（Ｃ）樹状ポリエステルの配合量は、（Ａ）半芳香族ポリアミド樹脂１
００重量部に対して０．０１～１０重量部である。（Ｃ）樹状ポリエステルの配合量が０
．０１重量部未満であると、樹脂組成物の流動性、薄肉成形性および熱安定性が低下する
。また、成形品のソリが増大する。０．０５重量部以上が好ましく、０．５重量部以上が
より好ましい。一方、（Ｃ）樹状ポリエステルの配合量が１０重量部を超えると、成形品
の剛性が低下する。８重量部以下が好ましく、５重量部以下がより好ましい。
【０１０６】
　本発明の炭素繊維強化樹脂組成物には、さらに（Ｄ）酸無水物を配合する。酸無水物を
配合することにより、成形品の機械特性を維持しながら、樹脂組成物の流動性および薄肉
成形性、薄肉成形時の剛性を向上させ、成形品のソリをより低減する効果が得られる。
【０１０７】
　（Ｄ）酸無水物としては、例えば、無水安息香酸、無水イソ酪酸、無水イタコン酸、無
水オクタン酸、無水グルタル酸、無水コハク酸、無水酢酸、無水ジメチルマレイン酸、無
水デカン酸、無水トリメリト酸、無水１，８－ナフタル酸、無水フタル酸、無水マレイン
酸などが挙げられる。これらを２種以上用いてもよい。中でも無水コハク酸、無水１，８
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－ナフタル酸、無水フタル酸などが好ましく、特に無水コハク酸、無水フタル酸が好まし
い。
【０１０８】
　本発明における（Ｄ）酸無水物の配合量は、（Ａ）半芳香族ポリアミド樹脂１００重量
部に対して０．０１～５重量部である。（Ｄ）酸無水物の配合量をこの範囲とすることに
より、成形品の機械特性を維持しながら、樹脂組成物の流動性を向上させ、薄肉成形時の
剛性を向上させ、成形品のソリをより低減することができる。０．０５重量部以上がより
好ましく、０．１重量部以上が最も好ましい。また、２．５重量部以下がより好ましく、
２重量部以下が最も好ましい。
【０１０９】
　本発明の樹脂組成物は、樹脂組成物中における（Ａ）半芳香族ポリアミド１ｋｇあたり
の末端アミノ基濃度が０．１～３０ミリ当量／ｋｇであることが好ましい。ここで、本発
明における（Ａ）半芳香族ポリアミド１ｋｇあたりの末端アミノ基濃度は、樹脂組成物０
．２ｇをヘキサフルオロイソプロパノール１０ｍＬに溶解し、試料溶液を、０．０２Ｎ塩
酸水溶液を使用して電位差滴定を行うことにより測定する。
【０１１０】
　末端アミノ基濃度をこの好ましい範囲とすることにより、熱安定性、吸水特性に優れる
とともに、滞留安定性が著しく向上した樹脂組成物を得ることができる。０．２ミリ当量
／ｋｇ以上がより好ましく、０．３ミリ当量／ｋｇ以上が最も好ましい。１５ミリ当量／
ｋｇ以下がより好ましく、１０ミリ当量／ｋｇ以下が最も好ましい。
【０１１１】
　樹脂組成物中における（Ａ）半芳香族ポリアミド１ｋｇあたりの末端アミノ基濃度をか
かる範囲にする手段としては、例えば、半芳香族ポリアミド樹脂製造時の圧力、温度、重
合時間等の重合条件を適宜調整する方法、ジカルボン酸、ジアミン、末端封鎖剤などの原
料組成を調整する方法、前記（Ｄ）酸無水物を溶融混練時に任意量添加する方法などを挙
げることができる。
【０１１２】
　本発明の炭素繊維強化樹脂組成物には、本発明の目的や効果を損なわない範囲で、（Ｅ
）難燃剤を配合することができる。（Ｅ）難燃剤としては、組成物の難燃性を向上させる
ものであれば特に限定されず、臭素化合物、塩素化合物、フッ素化合物、燐化合物、赤燐
、窒素化合物、珪素化合物、ホウ素化合物、アンチモン化合物などが挙げられる。
【０１１３】
　本発明の樹脂組成物には、本発明の効果を損なわない範囲で、安定剤、離型剤、紫外線
吸収剤、着色剤、難燃助剤、滴下防止剤、滑剤、蛍光増白剤、蓄光顔料、蛍光染料、流動
改質剤、耐衝撃性改良剤、結晶核剤、無機および有機の抗菌剤、光触媒系防汚剤、赤外線
吸収剤、フォトクロミック剤などの添加剤、炭素繊維以外の充填剤、本発明における（Ａ
）半芳香族ポリアミド樹脂、（Ｃ）樹状ポリエステル以外の熱可塑性樹脂、熱硬化性樹脂
などを配合することができる。
【０１１４】
　本発明の樹脂組成物の製造方法は本発明で規定する要件を満たす限り特に限定されるも
のではないが、例えば、ポリアミド樹脂、炭素繊維、樹状ポリエステル、必要に応じてそ
の他の成分を、単軸または二軸押出機で均一に溶融混練する方法や、溶液中で混合した後
に溶媒を除く方法などが好ましく用いられる。生産性の点で、単軸または二軸押出機で均
一に溶融混練する方法が好ましく、炭素繊維が分散しやすく、成形品の機械特性および表
面外観により優れた樹脂組成物を得られるという点で、二軸押出機で均一に溶融混練する
方法がより好ましい。なかでも、スクリュー長さをＬ、スクリュー直径をＤとすると、Ｌ
／Ｄ＞３０の二軸押出機を使用して溶融混練する方法が特に好ましい。ここで言うスクリ
ュー長さとは、スクリュー根元の原料が供給される位置から、スクリュー先端部までの長
さを指す。なお、溶融混練されたストランドは、切断されてペレット化されることが一般
的である。
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【０１１５】
　本発明において、溶融混練する場合に、各成分を投入する方法としては、例えば、投入
口を２カ所有する押出機を用い、スクリュー根元側に設置した主投入口から（Ａ）半芳香
族ポリアミド樹脂、（Ｂ）炭素繊維、（Ｃ）樹状ポリエステル、必要に応じてその他成分
を供給する方法や、主投入口から（Ａ）半芳香族ポリアミド樹脂、（Ｃ）樹状ポリエステ
ルおよびその他成分を供給し、主投入口と押出機先端の間に設置した副投入口から（Ｂ）
炭素繊維および必要に応じてその他成分を供給する方法、主投入口から（Ａ）半芳香族ポ
リアミド樹脂およびその他成分を供給し、主投入口と副投入口の両方から（Ｂ）炭素繊維
および必要に応じてその他成分を供給する方法などが挙げられる。生産安定性および成形
品の機械特性に優れるという点で、主投入口から（Ａ）半芳香族ポリアミド樹脂、（Ｃ）
樹状ポリエステルおよびその他成分を供給し、主投入口と押出機先端の間に設置した副投
入口から（Ｂ）炭素繊維を供給する方法が好ましい。
【０１１６】
　本発明の樹脂組成物から得られるペレット中の炭素繊維の重量平均繊維長は、特に限定
されるものでないが、０．１～０．５ｍｍの範囲であることが好ましい。炭素繊維の重量
平均繊維長がこの好ましい範囲の場合は、十分な衝撃強度、曲げ弾性率が得られ、流動性
、表面外観および薄肉成形性が低下するおそれもない。
なお、ペレット中の炭素繊維の重量平均繊維長は、ペレットを５００℃で１時間焼成し、
得られた灰分を水分散させた後、濾過を行い、その残渣を光学顕微鏡にて観察し、１，０
００本の長さを測定した結果を重量平均繊維長に換算することにより求めることができる
。具体的には、樹脂組成物のペレットを１０ｇ程度ルツボに入れ、電気コンロにて可燃性
ガスが発生しなくなるまで蒸し焼きにした後、５００℃に設定した電気炉内でさらに１時
間焼成することにより炭素繊維の残渣のみを得る。その残渣を光学顕微鏡にて５０～１０
０倍に拡大した画像を観察し、無作為に選んだ１，０００本の長さを測定し、その測定値
（ｍｍ）（小数点２桁が有効数字）を用いて、次の式（１）または式（２）に基づき算出
することができる。
【０１１７】
　　　重量平均繊維長（Ｌｗ）＝Σ（Ｗｉ×Ｌｉ）／ΣＷｉ＝Σ（π×ｒｉ２×Ｌｉ×ρ
×ｎｉ×Ｌｉ）／Σ（π×ｒｉ２×Ｌｉ×ρ×ｎｉ）・・・式（１）
　ここで、Ｌｉは炭素繊維の繊維長、ｎｉは繊維長Ｌｉの炭素繊維の本数、Ｗｉは繊維長
Ｌｉの炭素繊維の重量、ｒｉは繊維長Ｌｉの炭素繊維の繊維径、ρは炭素繊維の密度、π
は円周率を示し、炭素繊維の断面形状を繊維径ｒｉの真円と近似している。繊維径ｒｉ、
および密度ρが一定である場合、上記式（１）は次の通りに近似され、式（２）により重
量平均繊維長を求めることができる。
【０１１８】
　　　重量平均繊維長（Ｌｗ）＝Σ（Ｌｉ２×ｎｉ）／Σ（Ｌｉ×ｎｉ）・・・式（２）
　（Ｂ）炭素繊維の重量平均繊維長を前記範囲に調整する手段としては、例えば、目的の
繊維長に合わせて任意の繊維長分布を有する炭素繊維を原料とする方法、使用する熱可塑
性樹脂の溶融粘度を調整することにより炭素繊維への剪断付与を調整する方法、後述する
樹脂組成物の溶融混練時のスクリュー回転数、シリンダー温度、吐出量を調整する方法な
どを挙げることができる。
【０１１９】
　本発明の炭素繊維強化樹脂組成物は、通常公知の射出成形、圧縮成形、押出成形、ブロ
ー成形、プレス成形、紡糸などの任意の方法で成形することができ、各種成形品に加工し
利用することができる。成形品としては、射出成形品、押出成形品、ブロー成形品、一軸
延伸、二軸延伸などの各種フィルム、シート、未延伸糸、延伸糸、超延伸糸など各種繊維
などが挙げられる。
【０１２０】
　本発明の樹脂組成物は、上記の如く製造されたペレットを射出成形することにより、各
種成形品を製造することが好ましい。射出成形方法としては、例えば、射出圧縮成形、射
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出プレス成形、ガスアシスト射出成形、発泡成形（超臨界流体の注入によるものを含む）
、インサート成形、インモールドコーティング成形、断熱金型成形、急速加熱冷却金型成
形、二色成形、サンドイッチ成形、超高速射出成形などが挙げられ、目的に応じて適宜選
択することができる。これら各種成形法の利点は既に広く知られるところである。また、
成形はコールドランナー方式およびホットランナー方式のいずれも選択することができる
。
【０１２１】
　本発明の樹脂組成物を成形して得られる成形品中の炭素繊維の重量平均繊維長は、特に
限定されるものでないが、０．０１～０．５ｍｍの範囲であることが好ましい。炭素繊維
の重量平均繊維長がこの好ましい範囲の場合は、十分な衝撃強度、曲げ弾性率が得られ、
表面外観が低下するおそれもない。なお、成形品中の炭素繊維の重量平均繊維長は、成形
品から所定量切り出したサンプルを５００℃で１時間焼成し、得られた灰分を水分散させ
た後、濾過を行い、その残渣を光学顕微鏡にて観察し、１，０００本の長さを測定した結
果を重量平均繊維長に換算することにより求めることができる。具体的には、樹脂組成物
の成形品を切り出したサンプルを１０ｇ程度ルツボに入れ、電気コンロにて可燃性ガスが
発生しなくなるまで蒸し焼きにした後、５００℃に設定した電気炉内でさらに１時間焼成
することにより炭素繊維の残渣のみを得る。その残渣を光学顕微鏡にて５０～１００倍に
拡大した画像を観察し、無作為に選んだ１，０００本の長さを測定し、その測定値（ｍｍ
）（小数点２桁が有効数字）を用いて、前述の式（１）または式（２）に基づき算出する
ことができる。
【０１２２】
　成形品中の（Ｂ）炭素繊維の重量平均繊維長を前記範囲に調整する手段としては、例え
ば、目的の繊維長に合わせて任意の繊維長分布を有するペレットを用いる方法、射出成形
等の溶融加工時のスクリュー回転数、シリンダー温度、射出圧力、背圧を適宜調整する方
法などを挙げることができる。
【０１２３】
　本発明の樹脂組成物を成形して得られる成形品は、成形品中の炭素繊維の重量平均繊維
長と数平均繊維長の比（Ｌｗ／Ｌｎ）が、１．０以上１．３未満であることが好ましい。
Ｌｗ／Ｌｎがこの好ましい範囲の場合は、表面外観に優れ、ソリの低減された成形品を得
ることができる。
【０１２４】
　成形品中の（Ｂ）炭素繊維の重量平均繊維長と数平均繊維長の比（Ｌｗ／Ｌｎ）を前記
範囲に調整する手段としては、例えば、目的の繊維長に合わせて任意の繊維長分布を有す
るペレットを用いる方法、射出成形等の溶融加工時のスクリュー回転数、シリンダー温度
、射出圧力、背圧を適宜調整する方法などを挙げることができる。
【０１２５】
　本発明の樹脂組成物を成形して得られる成形品は、自動車部品、電気・電子部品、建築
部材、各種容器、日用品、生活雑貨および衛生用品など各種用途に幅広く用いることがで
きる。本発明の樹脂組成物を用いて得られる成形品は、特に、剛性が高く、表面外観、吸
水特性に優れることから、電気・電子部品の筐体に好適に用いることができる。さらに、
流動性および薄肉成形性に優れ、ソリを低減することができることから、平均肉厚０．５
～１．０ｍｍ以下の薄肉電子機器筐体に好適である。なお、薄肉電子機器筐体の平均肉厚
は、電子機器筐体において無作為に選択した２０箇所の肉厚の数平均値をいう。肉厚は、
マイクロメーターを用いて測定することができる。薄肉電子機器筐体としては、具体的に
は、ノート型パソコン、電子手帳、携帯電話、ＰＤＡ、デジタルカメラ、プロジェクター
等の筐体が挙げられる。面積が大きく、流動性を必要とされるノート型パソコンの筐体に
より適している。
【実施例】
【０１２６】
　本発明をさらに具体的に説明するために、以下、実施例および比較例を挙げて説明する
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が、本発明はこれらの実施例に限定されるものではない。なお、実施例中の各種特性は以
下の方法により評価した。
【０１２７】
　（１）ポリアミド樹脂の極限粘度
　ポリアミド樹脂０．１ｇを９８％硫酸溶液５０ｍＬに溶解し、ウベローデ粘度計を使用
し、３０℃±０．０５℃の条件下で試料溶液の流下秒数を測定し、以下の式に基づき極限
粘度を算出した。
【０１２８】
　　　［η］＝ηＳＰ／［Ｃ（１＋０．２０５ηＳＰ）］、ηＳＰ＝（ｔ－ｔ０）／ｔ０

上記の式中、［η］は極限粘度（ｄＬ／ｇ）、ηＳＰは比粘度、Ｃは試料濃度（ｇ／ｄＬ
）、ｔは試料溶液の流下秒数（秒）、ｔ０は硫酸の流下秒数（秒）を示す。
【０１２９】
　（２）ポリアミド樹脂の融点
　セイコーインスツルメンツ（株）製示差走査熱量計ＥＸＳＴＡＲ　ＤＳＣ６０００を用
い、ポリアミド樹脂を一旦３３０℃で５分間保持し、次いで１０℃／分の速度で２３℃ま
で降温せしめた後、１０℃／分で昇温したときの融解吸熱ピークを測定し、これを融点と
した。
【０１３０】
　（３）成形品の曲げ弾性率および曲げ強度
　各実施例および比較例により得られた樹脂組成物ペレットを、住友重機械工業（株）製
の７５トン射出成形機を使用して、シリンダー温度３００℃、金型温度８０℃の条件で曲
げ試験片を射出成形し、ＩＳＯ１７８に従い２３℃で曲げ強度および曲げ弾性率を評価し
た。
【０１３１】
　（４）成形品の耐衝撃性
　各実施例および比較例により得られた樹脂組成物ペレットを、住友重機械工業（株）製
の７５トン射出成形機を使用して、シリンダー温度３００℃、金型温度８０℃の条件でシ
ャルピー衝撃試験片を射出成形し、ＩＳＯ１７９に従い２３℃でシャルピー衝撃強さ（ノ
ッチ付き）を評価した。
【０１３２】
　（５）樹脂組成物の流動性
　各実施例および比較例により得られた樹脂組成物ペレットを、住友重機械工業（株）製
の７５トン射出成形機を使用して、シリンダー温度３２０℃、金型温度１３０℃、射出圧
力５５ＭＰａ、射出時間５秒、成形品厚み０．７ｍｍの条件で射出成形した。最初の２０
ショットを成形した後、続けて成形した１０ショットの成形品の流動長を平均し、その値
をバーフロー流動長とした。この値が大きい程、流動性に優れている。
【０１３３】
　（６）成形品の吸水率
　各実施例および比較例により得られた樹脂組成物ペレットを、住友重機械工業（株）製
の７５トン射出成形機を使用して、シリンダー温度３００℃、金型温度８０℃の条件でダ
ンベル試験片を射出成形した。得られたダンベル試験片を用いて、８０℃、９５％ＲＨ環
境下にて静置して重量の経時変化を測定する吸水試験を行い、乾燥時（吸水試験前）およ
び１，０００時間経過後の重量を測定し、以下の式より吸水率を求めた。なお、以下の式
において、乾燥時重量とは、吸水試験に供する前のダンベル試験片の初期の重量のことで
ある。
【０１３４】
　　　吸水率（％）＝〔（９５％ＲＨ１，０００時間経過後の重量－乾燥時重量）／乾燥
時重量〕×１００
　（７）成形品の吸水特性
　前記（６）の吸水試験後のダンベル試験片を用いて、前記（３）と同様の方法で曲げ強
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度を評価し、以下の式より強度保持率を求めた。
【０１３５】
　　　強度保持率（％）＝（吸水試験後の曲げ強度）／（吸水試験前の曲げ強度）×１０
０
　（８）成形品の反り
　各実施例および比較例により得られた樹脂組成物ペレットを、住友重機械工業（株）製
の７５トン射出成形機を使用して、シリンダー温度３２０℃、金型温度１３０℃、射出時
間１０秒、冷却時間２０秒の条件で、８０ｍｍ×８０ｍｍ×厚み１ｍｍの金型内に樹脂を
充填して射出成形を行った後、冷却し、ゲート部分をカットしないまま取り出し、反り評
価用の試験片とした。この試験片を、２５℃、湿度６５％の条件で２４時間静置した後、
ゲート側を基準として、これと反対側の端面の浮き上がった高さ（反り量）を測定し、以
下の４段階で評価した。
【０１３６】
　ｅｘｃｅｌｌｅｎｔ：浮き上がり高さが０．５ｍｍ以下である。
【０１３７】
　ｇｏｏｄ：浮き上がり高さが０．５ｍｍを超え１．０ｍｍ以下である。
【０１３８】
　ｆａｉｒ：浮き上がり高さが１．０ｍｍを超え３．０ｍｍ以下である。
【０１３９】
　ｂａｄ：浮き上がり高さが３．０ｍｍを超える。
【０１４０】
　（９）表面外観
　前記（８）で作製した８０ｍｍ×８０ｍｍ×厚み１ｍｍの試験片の表面光沢、表面の凹
凸を目視観察し、以下の基準により評価を行った。
【０１４１】
　ｇｏｏｄ：表面光沢が高く、凹凸がほとんど見られない。
【０１４２】
　ｆａｉｒ：表面光沢は高いが、凹凸が発生している。
【０１４３】
　ｂａｄ：表面状態が粗く、光沢がない。
【０１４４】
　（１０）樹脂組成物の薄肉成形性
　薄肉電子機器筐体への適用性を実証するため、各実施例および比較例により得られた樹
脂組成物ペレットに対して、７５０トン射出成形機を使用し、シリンダー温度３２０℃、
金型温度１００～１２０℃の条件で、ホットランナーを使用せず、２２０ｍｍ×３００ｍ
ｍ×０．８ｍｍ厚の金型（１１点ゲート）での射出成形を行った。その結果を以下の３段
階で評価した。
【０１４５】
　ｅｘｃｅｌｌｅｎｔ：成形品を得ることができ、反りが小さい。
【０１４６】
　ｇｏｏｄ：反りは発生するが、成形品を得ることができる。
【０１４７】
　ｂａｄ：充填不足等により、成形品が得られない。
【０１４８】
　（１１）樹脂組成物の熱安定性
　各実施例および比較例における二軸押出機での溶融混練時の樹脂温度を測定し、併せて
ガスの発生状況を以下の３段階で評価した。
【０１４９】
　ｅｘｃｅｌｌｅｎｔ：ほとんどガスが発生しない。
【０１５０】
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　ｇｏｏｄ：少量のガスが発生する。
【０１５１】
　ｂａｄ：ガスが多量に発生する。
（１２）ポリアミド樹脂および樹脂組成物の末端アミノ基濃度
　ポリアミド樹脂または樹脂組成物ペレット０．２ｇをヘキサフルオロイソプロパノール
１０ｍＬに溶解して試料溶液とし、０．０２Ｎ塩酸水溶液を使用して電位差滴定を行うこ
とにより測定した。
（１３）滞留安定性
　作製した樹脂組成物ペレットを用いて、ＡＳＴＭ　Ｄ－１２３８－８２に準拠し、荷重
２．１６ｋｇおよび温度３００℃の条件で、滞留時間５分および３０分におけるＭＦＲを
測定し、これらをＭＦＲ５、ＭＦＲ３０とした時の比：ＭＦＲ３０／ＭＦＲ５を算出した
。
【０１５２】
　値が１に近いほど滞留安定性が良好であり、１より小さい場合は滞留により粘度が上昇
して成形性が低下し、１より大きい場合は滞留によって樹脂が分解していることを示す。
０．８～１．２の範囲内であれば滞留安定性が比較的良好であり、０．９～１．１の範囲
内はさらに良好である。
（１４）ペレットおよび成形品の炭素繊維の平均繊維長
　ペレットおよび引張試験片からサンプル１０ｇを切り出し、５００℃に設定した電気炉
中で１時間焼成した後、イオン交換水に分散、濾過を行い、その残渣を光学顕微鏡にて５
０～１００倍の倍率で観察しながら、１，０００本の長さを測定し、ペレット、成形品の
炭素繊維の重量平均繊維長（Ｌｗ）および数平均繊維長（Ｌｎ）をそれぞれ求めた。
（製造例１）ポリアミド樹脂（Ａ－１）の製造
　テレフタル酸４，５３９．３ｇ（２７．３モル）、（ａ）１，９－ノナンジアミンと（
ｂ）２－メチル－１，８－オクタンジアミンの混合物〔（ａ）／（ｂ）＝５０／５０（モ
ル比）〕４，４７８．８ｇ（２８．３モル）、安息香酸１０１．６ｇ（０．８３モル）、
次亜リン酸ナトリウム一水和物９．１２ｇ（原料の総質量に対して０．１質量％）および
蒸留水２．５リットルを、内容積２０リットルのオートクレーブに入れ、窒素置換した。
この混合物を、１００℃で３０分間撹拌し、２時間かけてオートクレーブ内部の温度を２
２０℃に昇温した。この時、オートクレーブ内部の圧力は２ＭＰａまで昇圧した。そのま
ま２時間反応を続けた後２３０℃に昇温し、その後２時間、２３０℃に温度を保ち、水蒸
気を徐々に抜いて圧力を２ＭＰａに保ちながら反応させた。次に、３０分間かけて圧力を
１ＭＰａまで下げ、さらに１時間反応させて、極限粘度［η］が０．１８ｄＬ／ｇのプレ
ポリマーを得た。
【０１５３】
　得られたプレポリマーを、１００℃、減圧下で１２時間乾燥し、２ｍｍ以下の粒径まで
粉砕し、２３０℃、１３Ｐａ（０．１ｍｍＨｇ）にて８時間固相重合させ、融点が２６２
℃、極限粘度が０．９１ｄＬ／ｇである白色のポリアミド樹脂（Ａ－１）を得た。
（製造例２）ポリアミド樹脂（Ａ－２）の製造
　製造例１において、固相重合時間のみを２時間に変更し、融点が２６２℃、極限粘度が
０．５２ｄＬ／ｇのポリアミド樹脂（Ａ－２）を製造した。
（製造例３）ポリアミド樹脂（Ａ－３）の製造
　製造例１において、安息香酸の添加量を１．０２ｇ（０．００８モル）に変更した以外
は、同様の方法により、ポリアミド樹脂（Ａ－３）を製造した。（Ａ－３）の融点は２６
２℃、極限粘度は０．９ｄＬ／ｇであった。
（製造例４）ポリアミド樹脂（Ａ’－３）の製造
　（ａ）１，９－ノナンジアミンと（ｂ）２－メチル－１，８－オクタンジアミンの混合
物のモル比を（ａ）／（ｂ）＝８０／２０に変更した以外は、製造例１と同様の方法でポ
リアミド樹脂（Ａ’－３）を製造した。（Ａ’－３）の融点は３０２℃、極限粘度は０．
９１ｄＬ／ｇであった。
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（製造例５）樹状ポリエステル（Ｃ－１）の製造
　撹拌翼および留出管を備えた５００ｍＬの反応容器に、ｐ－ヒドロキシ安息香酸６６．
３ｇ（０．４８モル）、４，４’－ジヒドロキシビフェニル８．３８ｇ（０．０４５モル
）、テレフタル酸７．４８ｇ（０．０４５モル）、固有粘度が約０．６ｄＬ／ｇのポリエ
チレンテレフタレ－ト１４．４１ｇ（０．０７５モル）および無水酢酸６２．４８ｇ（フ
ェノール性水酸基合計の１．００当量）を仕込み、窒素ガス雰囲気下で撹拌しながら１４
５℃で２時間反応させた。その後、トリメシン酸３１．５２ｇ（０．１５モル）を加えて
２６０℃まで昇温し、３時間撹拌し、理論留出量の９１％の酢酸が留出したところで加熱
および撹拌を停止し、内容物を冷水中に吐出し、樹状ポリエステル（Ｃ－１）を得た。
【０１５４】
　得られた樹状ポリエステル（Ｃ－１）について、核磁気共鳴スペクトル分析を行った結
果、トリメシン酸残基に対して、ｐ－オキシベンゾエート単位の含量ｐが２．６６、４，
４’－ジオキシビフェニル単位とエチレンオキシド単位の含量ｑが０．６６、テレフタレ
ート単位の含量ｒが０．６６であり、ｐ＋ｑ＋ｒ＝４であった。末端はカルボン酸とアセ
チル基が６４：３６の比率で存在した。
【０１５５】
　核磁気共鳴スペクトルは、樹状ポリエステル（Ｃ－１）をペンタフルオロフェノール５
０％：重クロロホルム５０％混合溶媒に溶解した溶液を用いて、４０℃でプロトン核の核
磁気共鳴スペクトル分析を行った。ｐ－オキシベンゾエート単位由来の７．４４ｐｐｍお
よび８．１６ｐｐｍのピーク、４，４’－ジオキシビフェニル単位由来の７．０４ｐｐｍ
、７．７０ｐｐｍのピーク、テレフタレート単位由来の８．３１ｐｐｍのピーク、エチレ
ンオキシド単位由来の４．７５ｐｐｍのピーク、トリメシン酸由来の９．２５ｐｐｍのピ
ークが検出された。各ピークの面積強度比から、各構造単位の含有比率を算出し、小数点
３桁は四捨五入した。枝構造部分Ｐ、ＱおよびＲ由来のピーク面積強度と、有機残基Ｓ由
来のピーク面積強度との比から、含量ｐ、ｑ、ｒおよび分岐点Ｓの含有量を算出した。ま
た、トリメシン酸の３つのプロトンのピークシフトからカルボン酸の反応の有無を判定し
、分岐度を算出したところ、０．６８（小数点３桁を四捨五入）であった。なお、分岐度
は、トリメシン酸の３つの官能基が３つとも反応しているものの割合を算出して求めた。
【０１５６】
　得られた樹状ポリエステル（Ｃ－１）の融点Ｔｍは１８５℃、液晶開始温度は１５９℃
で、数平均分子量は２，３００であった。なお、融点（Ｔｍ）は、樹状ポリエステル（Ｃ
－１）を、示差熱量測定において、室温から２０℃／分の昇温条件で測定した際に観測さ
れる吸熱ピーク温度（Ｔｍ１）の観測後、Ｔｍ１＋２０℃の温度で５分間保持し、２０℃
／分の降温条件で室温まで一旦冷却し、再度２０℃／分の昇温条件で測定した際に観測さ
れる吸熱ピーク温度（Ｔｍ）とした。液晶開始温度は、剪断応力加熱装置（ＣＳＳ－４５
０）により、剪断速度１００（１／秒）、昇温速度５．０℃／分、対物レンズ６０倍の条
件において、視野全体が流動開始する温度とした。
【０１５７】
　また、樹状ポリエステル（Ｃ－１）の数平均分子量は、ペンタフルオロフェノール／ク
ロロホルム＝３５／６５重量％混合溶媒を使用して、濃度０．０８％（ｗｔ／ｖｏｌ）に
調整した樹状ポリエステル溶液を、ＧＰＣ－ＬＳ（ゲル浸透クロマトグラフ－光散乱）法
により絶対分子量として測定した。ここでの測定条件として、カラムはＳｈｏｄｅｘ　Ｋ
－Ｇ、Ｓｈｏｄｅｘ　Ｋ－８０６Ｍ×２本、Ｓｈｏｄｅｘ　Ｋ－８０２を用い、流速０．
８ｍＬ／ｍｉｎ、温度２３℃、検出器は示差屈折計（ＲＩ）、多角度光散乱（ＭＡＬＳ）
とした。
【０１５８】
　実施例、参考例および比較例において用いた他の原料を以下に示す。
（Ａ’－４）ポリアミドＭＸＤ６樹脂“レニー”（登録商標）＃６００２（三菱エンジニ
アリングプラスチックス（株）製）（融点：２３８℃）
（Ａ’－５）ポリアミド１０Ｔ樹脂“Ｖｅｓｔａｍｉｄ”（登録商標）ＨＴＰｌｕｓ Ｍ
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３０００（ダイセル・エボニック（株）製）（融点：２８５℃）
（Ａ’－６）ポリアミド６樹脂“アミラン”（登録商標）ＣＭ１００１（東レ（株）製）
（融点：２２２℃）
（Ｂ－１）ＰＡＮ系炭素繊維“トレカ”（登録商標）カットファイバーＴＶ１４－００６
（東レ（株）製、原糸Ｔ７００ＳＣ－１２Ｋ：ストランド強度４．９ＧＰａ、ストランド
弾性率２３０ＧＰａ）
（Ｄ－１）無水コハク酸（シグマアルドリッチジャパン（株）製）、ＳＡＪ１級
（Ｅ－１）ホスフィン酸塩化合物“ＥＸＯＬＩＴ”（登録商標）ＯＰ１２３０（クラリア
ントジャパン（株）製）
（Ｅ－２）アクリル変性テトラフルオロエチレン“メタブレン”（登録商標）Ａ３８００
（三菱レイヨン（株）製）。
［実施例１～５、参考例１～３、比較例１～８］
　シリンダー温度を表１に示す温度に設定し、スクリュー回転数を２００ｒｐｍに設定し
た二軸押出機（（株）日本製鋼所製ＴＥＸ３０α）を用いた。主ホッパーからポリアミド
樹脂、樹状ポリエステル、酸無水物および難燃剤を表１～２に示す配合で供給し、サイド
フィーダーから炭素繊維を溶融樹脂中に供給して溶融混練した。ダイから吐出されたスト
ランドを水中にて冷却し、ストランドカッターにより長さ３．０ｍｍ長にカットしてペレ
ット化し、炭素繊維強化樹脂組成物ペレットを得た。作製したペレットを用いて、上述し
た方法により、各種特性評価を行った。結果を表１～２に示す。
【０１５９】
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【表１】

【０１６０】
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【表２】

【０１６１】
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　実施例１～５に示す炭素繊維強化樹脂組成物は、熱安定性、滞留安定性、流動性および
薄肉成形性に優れ、非常に高い剛性（曲げ弾性率）を有し、強度、耐衝撃性、吸水特性（
低吸水性）、表面外観に優れ、ソリの低減された成形品を得ることができる。一方、比較
例１および７に示す炭素繊維強化樹脂組成物は、（Ｃ）の樹状ポリエステルを含まないた
め、流動性、薄肉成形性、熱安定性（ガス発生状況）に劣り、成形品の反り低減も不十分
であった。比較例２～５に示す炭素繊維強化樹脂組成物は、（Ａ）に規定する半芳香族ポ
リアミド樹脂を用いないため、流動性、吸水率、吸水特性、反り、薄肉成形性、熱安定性
（ガス発生状況）のいずれかの特性に劣っていた。比較例６に示す炭素繊維強化樹脂組成
物は、（Ｂ）の炭素繊維の配合量が（Ａ）の半芳香族ポリアミド樹脂１００重量部に対し
４４重量部と少ないため、曲げ弾性率に劣っていた。比較例８に示す炭素繊維強化樹脂組
成物は、（Ｂ）の炭素繊維の配合量が（Ａ）の半芳香族ポリアミド樹脂１００重量部に対
し２１２重量部と多いため、溶融混練時に著しく発熱しガスが多量に発生するとともに、
ペレット化が困難であった。
【産業上の利用可能性】
【０１６２】
　本発明の炭素繊維強化樹脂組成物は、熱安定性、滞留安定性、流動性および薄肉成形性
に優れ、金属同等レベルの剛性と優れた表面外観および吸水特性を有しながら、ソリの低
減された成形品を得ることができる。そのため、軽量性、高剛性、薄肉成形性、良表面外
観などが必要な、パソコン、携帯電話などの電子機器筐体に好適に用いることができる。
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